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１．はじめに 

交通システム整備事業実施の意思決定において、事業に伴う環境負荷排出量の変化の情

報を提示するためにはLife Cycle Assessment(LCA)の適用が有効である。しかし、交通シス

テムの評価には走行状況のモデル化や交通需要の予測が含まれるため、入力データには不

確実性が存在し、推計結果である環境負荷総量にも不確実性が生じる。そこで本稿では、

事業実施の意思決定に役立つ不確実性情報の提示と利用方法について検討する。 

２．分析方法 

著者らが既に実施した LRT 導入の LCA 事例をケーススタディとして論じる。ここでは、

環境負荷として CO2のみを扱う。  

ライフタイムを60年として LC-CO2(ライフサイクル CO2)を推計する。評価対象範囲は、

LRT システム (インフラ建設と車両走行 )および並行道路の乗用車交通に加えて、その道路

とネットワークを形成する代替道路の乗用車交通とする (図1)。従来のバス路線を廃止し

LRT を整備することで、LRT 利用と各道路の乗用車利用に需要が再配分され交通量が変化

する。まず、表1に示す諸仮定を用いた確定値による推計を行い、代替案との環境負荷排出

量の差ΔE(削減の場合を正 )を得る。次に、並行道路と代替道路の乗用車の交通量および旅

行速度が、それぞれ予測の精度と測定誤差による不確実性を内包すると考える。交通量の

確率分布は国土交通省の事業再評価に記載された事業実施前の交通量予測値と実施後の実

績値の差より、旅行速度の確率分布は同条件下での交通流シミュレーションを複数回試行

することで導出する。以上を用いてΔE を推計し、超過確率との関係を表現する。  
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図 1 評価対象範囲 

表 1 ケーススタディにおける諸仮定 

 項目  設定値  

LRT 

(バス) 

路線長 [km] 5 

電停 (停留所 )数 [箇所 ]  上下計 38 

需要量 [人 /日 (往復 )]  7,000 

本数 [本 /日 ]  278 (バス： 305) 

並行  

道路  
交通量 [台 /日 ]  

整備前： 20,000 

整備後： 16,000 

※減少分は  

LRT と代替道路に転換  

代替  

道路  
交通量 [台 /日 ]  

整備前： 20,000 

整備後： 22,000 

※増加分は並行道路  

から転換  
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３．分析結果 

図2に示す確定値での LC-CO2推計結果では、LRT 整備と既存のバスの差ΔE は90[kt-CO2  

/60年 ]となり、LC-CO2が削減される。これは、代替道路においては、LRT 敷設によって車

線が減少した並行道路から経路転換があり、交通量が増加し CO2が増加するものの、走行

1km あたりの CO2排出量がバスより LRT の方が小さく、また並行道路では交通量減少に伴

う走行速度上昇により乗用車の燃費向上が生じているためである。  

さらに、不確実性情報としてΔE とその超過確率の関係を図3に示す。この図から1)目標

とするΔE の達成確率と、2)ある有意水準を満たすΔE の大きさ、が読み取れる。例えば、

1)環境負荷を削減できる (ΔE>0)確率は86％、削減量 100[kt-CO2/60年 ]が達成できる確率は

47％、2)有意水準10％を満たす (超過確率=90％ )のは、「環境負荷増大が80[kt-CO2/60年 ]以下

である」こと、などの情報が得られる。  

しかし、ΔE 目標の達成確率や有意水準が十分でない場合、追加調査や予測精度の向上

などによって、信頼性の高い結果にすることが考えられる。その際には、入力データのバ

ラツキをどの程度に抑えればよいかを検討するための不確実性情報が有効である。本稿の

例では、両代替案共通の要素にのみ不確実性が存在するため、入力データのバラツキが小

さくなっても、キャンセルアウトによりΔE の不確実性は大きく変化しなかった。  

４．まとめ 

交通システム整備によって LC-CO2が削減できるという結果が得られた LCA 事例につい

て、複数の交通システムを評価範囲に含むことで生じる不確実性を分析した。入力データ

に確率分布を与え、推計結果のバラツキを求めることで、推計結果の信頼性を検証する方

法を提案した。意思決定に役立つ不確実性情報として、代替案間の環境負荷の差ΔE と超

過確率との関係を提示することを提案した。また、不確実性を低減させるには、追加調査

などを行い、入力データのバラツキを小さくする必要がある。今後は様々な入力データの

不確実性を分析するとともに、入力データのバラツキを低減させた場合や評価範囲を変化

させた場合にΔE と超過確率の関係がどのように変化するか検討を進める予定である。  
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図 2 LC-CO2 推計結果          図 3 推計結果の確率分布 
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